
















1998年10月にはカナダのオタワで経済協力開発機構（OECD：Organization for Economic 
Cooperation and Development）の閣僚会議3）が行われ，「電子商取引：課税の基本的枠組4）」
 
 †  大阪産業大学大学院 経済学研究科 アジア地域経済専攻 博士後期課程
　原稿受理日　 ３月25日
 1  ）電子商取引は，少額の資本で運営が可能であり，かつ無店舗で世界市場への取引がフルタイムで稼
働できるという世界的市場によるニーズとの合致がこのような市場規模の急速な発展を遂げた大きな
要因といえる。
 2  ）日本公認会計士協会（2003）p.４。
 3  ）オタワ閣僚会議は，我が国からも，野田聖子郵政大臣，保坂三蔵通産政務次官他，外務，郵政，経済企画，
法務，警察の各省庁，大蔵省・国税庁からは，藤倉国税審議官，木村主税局審議官他が参加した。
　 　藤倉（1998）p.67。
 4  ）OECD（1998a）pp.１‒７.
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 6  ）ちなみに，OECD では，電子商取引を狭義の定義として，「インターネットのようなネットワーク上
で行われる財及びサービスの販売である。財とサービスはインターネット上で注文されるが，財ある
いはサービスの配送はオンラインであってもオフラインであってもよい。」と定義している。広義の定
































 7  ）我が国の税関は財務省の地方支分部局で，輸出入の際にかかる関税や消費税などを徴収するほか，
密輸の取締り，保税地域の管理などを主たる目的・業務とする機関である。
　 　詳細は，税関 web page<http://www.customs.go.jp/> を参照。
 8  ）ただし，課税価格が１万円以下の物品及び郵便物については，消費税は免除される。
　 　（輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律13条１項１号）。





























（出所）財務省 web page<http://www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/222c.htm> より作成。
２　デジタル財取引を巡る消費税の動向－OECDによる議論－
2.1　1997年 トゥルク会議議事録10）
　OECD 租税委員会（CFA：Committee on Fiscal Aﬀairs）11）は，国際課税に関する議
 
10）トゥルク会議議事録の内容については，OECD（1997），渡辺（2000b）を参照されたい。











　・ 税務行政分野･･･税務行政フォーラム（納税者サービス・サブグループ / コンプライアンス・サブグ
ループ）
　国税庁 web page<http://www.nta.go.jp/sonota/kokusai/oecd/oecd.htm> を参照。
（395）

































































　 　税制調査会 web page <http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/zeichof/z003.html>.
　 　現実の税制改革の著名な例は，レーガン改革（1986年）である。これは，レーガン大統領が財務省
に指示して改革案を作成させたが，この財務省案は，『公正，簡素と経済成長のための税制改革』（Tax 















































































































































































（出所）財務省 web page<http://www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/222c.htm> より作成。
3.2　BtoB 取引による徴収方法―リバース・チャージ方式― 














































　登録方式37）（図３－４参照）とは，A 国の事業者ａに B 国で登録を行ってもらい，A 国




















　送金方式39）（図３－５参照）とは，A 国の税務当局が A 国の事業者から B 国に係る消
費税を徴収し，その消費税を B 国の税務当局に送金するというものである。この方法は，




37 ）OECD 租税委員会の消費税 TAG による報告では，この登録方式について，将来 IC カードを開発・
導入することにより，実現可能な方法として機能すると提言している。OECD（2000）pp.16－17.
38 ）EU では，EU 領域を越えた場合のデジタル財取引に係る付加価値税の徴収方法として，登録方式（BtoC
取引の場合）が実際に採用されている。












































































































































































































































































　　財務省 web page <http://www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/kokusai.htm>.
57 ）ちなみに，米国の17州（2009年10月現在）ではデジタル財の購入に対して課税するダウンロード税
が実施されている。
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Consumption Taxes in Transactions Involving Digital Products
― Present Situation and Issues with Tax System in Japan ―
 HOSOKI Hirokazu　
Abstract
　Since transactions involving digital products are borderless in nature, a new problem 
has recently arisen, to which the consumption tax system based on conventional business 
transactions cannot fully respond.
　This research reviews the method of consumption tax collection that handles transnational 
transactions involving digital products in Japan.
　The conclusion is that tax collection from transnational B-to-C transactions under the current 
method is diﬃcult, since such transactions involve complex taxation methods involving more 
than one country. In addition, the market size of B-to-C transactions is limited and has no 
signiﬁcant impact on tax revenues at the present stage.
　However, in view of the significant progress of the B-to-C transaction market, this may 
create serious economic irrationality in the future, leading to major international taxation 
issues.
　Therefore, it is necessary that Japan keep in step with global deals discussed in the OECD 
and take measures to maintain consistency in all situations.
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